
学校の第三者評価ガイドラインの策定に向けた実地検証 

学校等アンケート結果の概要（平成２２年１月現在） 

 
１ 学校等アンケートの概要 

学校の第三者評価ガイドラインの策定に向けた実地検証の評価対象学校等に対し、本実地検証に関するア

ンケートを実施。 
アンケートの対象及び平成２２年１月現在の回答回収状況は次のとおり。 
 

国実施型 地方実施型 
属性 対象 回収数（回収率） 属性 対象 回収数（回収率） 

学校 ４５ ２４（５３．３％） 学校 ７２ ６０（８３．３％） 
設置者 ３９ ２２（５６．４％） 設置者 ３９ ３０（７６．９％） 
都道府県 
（設置者を除く） ２１ １４（６６．７％） 受託者 

（設置者を除く） ７ ６（８５．７％） 

評価者 ２０７ １９４（９３．７％） 評価者（注） ― ９９（  ―  ） 
（注）地方実施型の評価者は、総数不明。 
 
 
 

２ アンケート結果の概要 
（１）第三者評価の意義等について 
①自己評価、学校関係者評価を実施している中で、第三者評価に期待すること（複数回答） 
＜国実施型＞ 

回答数＊ 
 

学校 
（24 校） 

設置者 
（22 団体） 

都道府県 
（14 団体） 

評価者 
（194 人）

Ａ．学校運営全般についての専門的視点からの評価 20 ① 18 ① 12 ① 150 ① 
Ｂ．学校の重点的取り組みについての評価 14 8 3 100 
Ｃ．新たな気づきをもたらす評価 19 ③ 17 ② 9 144 ② 
Ｄ．学校運営全般についての一定基準での客観的評価 12 16 ③ 8 92 
Ｅ．学校運営改善についての専門的助言 20 ① 14 11 ② 128 ③ 
Ｆ．自己評価・学校関係者評価の妥当性の検証・補足 11 8 10 ③ 118 
Ｇ．設置者の取り組みに対する評価 2 10 8 102 
Ｈ．その他 0 0 0 1 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は回答者数の順位 
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＜地方実施型＞ 

回答数＊ 
 学校 

（60 校） 
設置者 

（30 団体） 
受託者 

（6 団体） 
評価者 
（99 人） 

Ａ．学校運営全般についての専門的視点からの評価 51 ① 24 ① 5 ① 69 ② 
Ｂ．学校の重点的取り組みについての評価 43 18 4 63 ③ 
Ｃ．新たな気づきをもたらす評価 46 ③ 23 ③ 4 75 ① 
Ｄ．学校運営全般についての一定基準での客観的評価 36 15 1 48 
Ｅ．学校運営改善についての専門的助言 50 ② 24 ① 5 ① 63 ③ 
Ｆ．自己評価・学校関係者評価の妥当性の検証・補足 31 22 5 ① 62 
Ｇ．設置者の取り組みに対する評価 11 9 2 32 
Ｈ．その他 1 0 0 0 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は回答者数の順位 

 
 
②今回の実地検証は、１の期待に沿い、学校運営の改善に役立つものだったか。 
＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

12（12.8%）

3（50.0%）

8（26.7%）

24（40.7%）

75（79.8%）

2（33.3%）

21（70.0%）

29（49.2%）

7（7.4%）

1（16.7%）

1（3.3%）

5（8.5%） 1（1.7%）学校（59校）

設置者（30団体）

受託者（6団体）

評価者（94人）

非常に役に立つ 一定程度役に立つ どちらともいえない あまり役に立たない

27（14.6%）

3（21.4%）

6（27.3%）

9（37.5%）

143（77.3%）

11（78.6%）

13（59.1%）

15（62.5%）

13（7.0%）

2（9.1%） １（4.5%）

1
（0.5%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

評価者（185人）

非常に役に立つ 一定程度役に立つ 

どちらとも 
いえない

あまり役に

立たない 

まったく役に立たない

0.5%（1） 
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③具体的にどのような点が役立ったか。（複数回答） 
＜国実施型＞ 

回答数＊ 
  学校 

（24 校） 
設置者 

（22 団体） 
都道府県 
（14 団体） 

評価者 
（193 人）

Ａ．学校の課題とそれに対する改善方策が明確になった。 13 10 10 ① 123 ① 
Ｂ．学校運営改善策の助言や示唆が得られた。 22 ① 17 ① 9 ② 98 ② 
Ｃ．教職員の意識改革・意欲の向上につながった。 14 ③ 5 2 42 
Ｄ．学校の教育活動が活性化した。 3 3 1 11 
Ｅ．一定の基準に照らした学校の教育の客観的状況が明確
になった。 10 12 ③ 4 80 

Ｆ．学校運営全般の点検ができた。 18 ② 13 ② 8 ③ 94 ③ 
Ｇ．自己評価・学校関係者評価の検証ができた。 8 4 3 80 
Ｈ．設置者の支援の必要性の状況が明確になった。 2 9 5 72 
Ｉ．その他 0 0 0 3 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は回答者数の順位 

＜地方実施型＞ 

回答数＊ 
  学校 

（60 校） 
設置者 

（30 団体） 
受託者 

（6 団体） 
評価者 
（99 人） 

Ａ．学校の課題とそれに対する改善方策が明確になった。 36 ③ 18 ② 5 ① 66 ① 
Ｂ．学校運営改善策の助言や示唆が得られた。 46 ① 26 ① 5 ① 50 ② 
Ｃ．教職員の意識改革・意欲の向上につながった 17 8 0 21 
Ｄ．学校の教育活動が活性化した。 6 3 0 9 
Ｅ．一定の基準に照らした学校の教育の客観的状況が明確
になった。 41 ② 13 1 43 

Ｆ．学校運営全般の点検ができた。 33 15 ③ 3 44 ③ 
Ｇ．自己評価・学校関係者評価の検証ができた。 25 12 4 ③ 43 
Ｈ．設置者の支援の必要性の状況が明確になった。 6 12 3 26 
Ｉ．その他 0 1 0 0 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は回答者数の順位 

 
（２）評価項目・評価方法について 
①評価項目の数は適切だったか。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

1（0.5%）

14（7.3%）

19（79.2%）

147（76.2%）

13（59.1%）

25（13.0%）

8（36.4%）

5（20.8%）

6（3.1%）

1（4.5%）

学校（24校）

設置者（22団体）

評価者（193人）

適切 やや多い 

多すぎる 

やや少ない 少なすぎる 
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＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

②評価項目は、学校を評価するものとして適切だったか。 

＜.国実施型＞ 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 
 
 
③自己評価、学校関係者評価の項目と、第三者評価項目との関係について 

＜国実施型＞ 

 

 

 

2（2.0%） 65（66.3%）

1（50.0%）

22（81.5%）

43（82.7%）

28（28.6%）

1（50.0%）

5（18.5%）

8（15.4%）

3（3.1%）

1（1.9%）学校（52校）

設置者（27団体）

受託者（2団体）

評価者（98人）

適切 やや多い 多すぎる 

やや少ない 

55（28.6%）

10（45.5%）

10（41.7%）

106（55.2%）

7（31.8%）

13（54.2%） 1（4.2%）

21（10.9%）

5（22.7%）

10（5.2%）

学校（24校）

設置者（22団体）

評価者（192人）

適切 どちらかというと適切 どちらともいえない 

どちらかとい
うと不適切 

21（21.4%）

2（100.0%）

12（44.4%）

29（54.7%）

60（61.2%）

11（40.7%）

21（39.6%）

13（13.3%）

4（14.8%）

2（3.8%）

4（4.1%）

1（1.9%）学校（53校）

設置者（27団体）

受託者（2団体）

評価者（98人）

適切 どちらかというと適切 どちらともいえない 
どちらかとい
うと不適切 

10（45.5%）

13（54.2%）

5（22.7%）

6（25.0%）

7（31.8%）

5（20.8%）学校（24校）

設置者（22団体）

重ねたほうがよい どちらでもない 別々に評定したほうがよい 
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＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

④授業観察やヒアリング等の調査方法は適切だった。 

＜国実施型＞ 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

（３）評価者について 
①評価委員に対する研修は役立った。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 
②評価委員に対する研修は必要ないと感じた。 

＜国実施型＞ 

 

 

2（40.0%）

7（26.9%）

23（40.4%）

1（20.0%）

10（38.5%）

9（15.8%）

2（40.0%）

9（34.6%）

25（43.9%）学校（57校）

設置者（26団体））

受託者（5団体）

重ねたほうがよい どちらでもない 別々に評定したほうがよい 

66（34.0%） 110（56.7%） 14）7.2%） 4（2.1%）評価者（194人）

あてはまる わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない 

74（41.1%） 67（37.2%）
28（15.6%）

7（3.9%）

4（2.2%）
評価者（180人）

あてはまる わりとあてはまる 
どちらとも
いえない 

あまりあて 
はまらない 

あ て は ま
らない 

36（37.1%） 44（45.4%） 14（14.4%） 3（3.1%）評価者（97人）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 

28（28.3%） 59（59.6%） 11（11.1%） 1（1.0%）評価者（99人）

あてはまる わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない 

6（3.3%）

4（2.2%）

18（9.8%） 48（26.1%） 108（58.7%）評価者（184人）

あてはまる 
わりとあて 
はまる どちらとも

いえない あまりあてはまらない あてはまらない 
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＜地方実施型＞ 

 

 

 

③評価者の選定・確保は容易だったか。 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 
④大学・大学院（専門職大学院を含む）等での評価者の育成の必要性について 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

（４）評価報告書について 
①報告書には、学校の良い点や努力についても記述されていた。 

 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

2（66.7%）

22（95.7%）

37（82.2%） 6（13.3%）

1（33.3%）

1（4.3%）

1（2.2%）

1（2.2%）
学校（45校）

設置者（23団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる
どちらともいえない 

あてはまらない

8（57.1%）

16（72.7%）

19（79.2%） 5（20.8%）

6（42.9%）

6（27.3%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる 

1（16.7%）

3（37.5%）

1（16.7%） 3（50.0%）

5（62.5%）

1（16.7%）

設置者（8団体）

受託者（6団体）

どちらかというと容易 どちらかというと困難 

困難 どちらともいえない 

1（16.7%）

1（3.7%）

3（50.0%）

9（33.3%）

1（16.7%）

10（37.0%） 2（7.4%）

1（16.7%）

5（18.5%）設置者（27団体）

受託者（6団体）

必要 どちらかというと必要 必要でないどちらともいえない

どちらかというと 
必要でない 

1（1.0%）

5（5.2%）
36（37.1%） 55（56.7%）評価者（97人）

わりとあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない あてはまらない 
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②報告書では、学校が有する課題について指摘されていた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

③報告書には、評価の根拠となる客観的事実が明確に述べられていた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

20（83.3%）

7（50.0%）

15（68.2%）

6（42.9%）

6（27.3%）

4（16.7%）

1（7.1%）

1（4.5%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる 

あまり 
あてはまらない 

1（33.3%）

10（41.7%）

19（41.3%）

2（66.7%）

12（50.0%）

19（41.3%）

2（8.3%）

8（17.4%）学校（46校）

設置者（24団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない 

4（28.6%）

9（40.9%）

13（54.2%）

10（71.4%）

11（50.0%）

10（41.7%）

1（4.5%）

1（4.2%）

1（4.5%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない

どちらともいえない 

30（65.2%）

3（100.0%）

14（58.3%） 10（41.7%）

15（32.6%） 1（2.2%）学校（46校）

設置者（24団体）

都道府県（3団体）

あてはまる わりとあてはまる 
あてはまらない 
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④報告書には、課題の背景等について専門的視点からの分析が述べられていた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

b.地方実施型 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤報告書には、改善のための提案や専門的助言が示されていた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

3（21.4%）

5（22.7%）

9（37.5%）

9（64.3%）

12（54.5%）

13（54.2%）

1（7.1%）

5（22.7%）

2（8.3%）

1（7.1%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない 

あまりあて
はまらない 

15（62.5%）

22（47.8%）

2（66.7%）

8（33.3%）

19（41.3%）

1（33.3%）

1（4.2%）

5（10.9%）学校（46校）

設置者（24団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない 

7（31.8%）

8（33.3%）

4（28.6%） 8（57.1%）

11（50.0%）

15（62.5%）

1（7.1%）

4（18.2%）

1（4.2%）

1（7.1%）

学校（24校）

設置者（22団体）

受託者（14団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない 

あまりあて
はまらない 

7（29.2%）

16（34.8%）

2（66.7%）

15（62.5%）

20（43.5%）

1（33.3%）

2（8.3%）

9（19.6%） 1（2.2%）学校（46校）

設置者（24団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない 
あまりあて
はまらない 
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⑥調査報告書の内容は納得のできるものであった。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 
 
⑦報告書は、今後の教育行政における具体的な方策を示唆してくれた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

2（14.3%）

9（40.9%）

16（66.7%）

10（71.4%）

11（50.0%）

8（33.3%）

2（14.3%）

1（4.5%）
1（4.5%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる 
どちらとも
いえない 

あまりあて
はまらない 

1（33.3%）

13（54.2%）

27（58.7%）

2（66.7%）

11（45.8%）

13（28.3%）
5（10.9%）

1（2.2%）学校（46校）

設置者（24団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる 
あまりあて 
はまらない 

どちらとも 
いえない 

2（9.1%）

8（57.1%）

15（68.2%）

4（28.6%）

4（18.2%）

2（14.3%）

1（4.5%）設置者（22団体）

都道府県（14団体）

あてはまる わりとあてはまる 
どちらとも 
いえない 

あまりあて
はまらない 

1（33.3%）

5（20.8%） 11（45.8%）

1（33.3%）

6（25.0%）

1（33.3%）

2（8.3%）設置者（24団体）

受託者（3団体）

あてはまる わりとあてはまる 
どちらとも
いえない 

あまりあて 
はまらない 
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⑧Ａ～Ｄなどの評定をつけることについて 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 
 
 
⑨改善のための提案や専門的助言を報告書に含めることは必要か。 
＜国実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

9（4.7%）

5（22.7%）

1（4.2%）

29（15.1%）

1（7.1%）

2（9.1%）

4（16.7%）

33（17.2%）

3（21.4%）

3（13.6%）

6（25.0%）

57（29.7%）

7（50.0%）

8（36.4%）

5（20.8%）

64（33.3%）

3（21.4%）

4（18.2%）

8（33.3%）学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

評価者（192人）

評 定 を つ け

たほうがよい 

どちらかという

と評定をつけ

たほうがよい 
どちらとも

いえない 

どちらかというと

評定はつけない

ほうがよい

評定はつけな

いほうがよい 

10（10.5%）

2（7.7%）

10（18.9%）

15（15.8%）

1（20.0%）

8（30.8%）

14（26.4%）

12（12.6%）

1（3.8%）

10（18.9%）

31（32.6%）

8（30.8%）

6（11.3%）

27（28.4%）

4（80.0%）

7（26.9%）

13（24.5%）学校（53校）

設置者（26団体）

受託者（5団体）

評価者（95人）

評 定 を つ け

たほうがよい 

どちらかという

と評定をつけ

たほうがよい

どちらとも

いえない 

どちらかというと

評定はつけない

ほうがよい

評定はつけな

いほうがよい 

164（85.4%）

13（92.9%）

19（86.4%）

23（95.8%）

24（12.5%）

1（7.1%）

3（13.6%）

1（4.2%）

4（2.1%）

学校（24校）

設置者（22団体）

都道府県（14団体）

評価者（192人）

必要 どちらともいえない 

86（89.6%）

4（80.0%）

22（88.0%）

51（92.7%）

9（9.4%）

1（20.0%）

3（12.0%）

4（7.3%）

1（1.0%）

学校（55校）

設置者（25団体）

受託者（5団体）

評価者（96人）

必要 どちらともいえない 不要 

不要 
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⑩課題を的確に把握するのは難しかった。 
＜国実施型＞ 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

⑪改善策の提示が難しかった。 

＜国実施型＞ 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

⑫改善策を提示するのは責任が重過ぎると感じた。 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

18（9.3%） 64（33.0%） 43（22.2%） 51（26.3%） 18（9.3%）評価者（194人）

わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない 

10（10.3%） 29（29.9%） 29（29.9%） 22（22.7%） 7（7.2%）評価者（97人）

あてはまる わりとあてはまる 

あてはまらない 

どちらともいえない あまりあてはまらない あてはまらない 

あてはまる 

8（8.2%） 26（26.8%） 28（28.9%） 26（26.8%） 9（9.3%）評価者（97人）

あてはまる わりとあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない あてはまらない 

10（5.3%）

39（20.6%）
56（29.6%） 67（35.4%） 17（9.0%）評価者（189人）

わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない あてはまらない 

8（8.2%） 20（20.6%） 24（24.7%） 32（33.0%） 13（13.4%）評価者（97人）

わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない あてはまらない 

あてはまる 

あてはまる 

15（7.7%）
51（26.3%） 66（34.0%） 51（26.3%） 11（5.7%）評価者（194人）

わりとあてはまる あまりあてはまらない どちらともいえない あてはまらない あてはまる 
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（５）評価結果の公表・活用について 
 
①公表することの利点 

＜国実施型＞ 

回答数＊ 
 学校 

（24 校） 
設置者 

（22 団体） 
Ａ．学校運営についての理解が得られる。 17 ① 7 ③ 
Ｂ．学校の課題を共有できる。 14 ② 15 ① 
Ｃ．学校のよいところを知ってもらえる。 13 ③ 15 ① 
Ｄ．学校の教育活動に協力してもらえる。 8 5 
Ｅ．その他 0 0 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は、回答者数の順位 

＜地方実施型＞ 

回答数＊ 
 学校 

（60 校） 
設置者 

（30 団体） 
受託者 

（6 団体） 
Ａ．学校運営についての理解が得られる。 35 ③ 15 ③ 5 ① 
Ｂ．学校の課題を共有できる。 42 ① 18 ② 3 
Ｃ．学校のよいところを知ってもらえる。 41 ② 20 ① 5 ① 
Ｄ．学校の教育活動に協力してもらえる。 27 9 5 ① 
Ｅ．その他 2 0 0 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は、回答者数の順位 

 

 

②公表することのリスク 

＜国実施型＞ 

回答数＊ 
 学校 

（24 校） 
設置者 

（22 団体） 
Ａ．学校に対する批判がおこる。 5 ① 12 ① 
Ｂ．学校運営が混乱する。 1 4 
Ｃ．教職員のやる気が低下する。 1 4 
Ｄ．学校のよいところを見てもらえなくなる。 2 ③ 6 ③ 
Ｅ．保護者が不安になる。 5 ① 10 ② 
Ｆ．児童生徒が不安になる。 2 ③ 4 
Ｇ．その他 0 0 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は、回答者数の順位 
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＜地方実施型＞ 

回答数＊ 
 学校 

（60 校） 
設置者 

（30 団体） 
受託者 

（6 団体） 
Ａ．学校に対する批判がおこる。 21 ② 12 ② 2 ② 
Ｂ．学校運営が混乱する。 11 ③ 4 1 
Ｃ．教職員のやる気が低下する。 10 4 1 
Ｄ．学校のよいところを見てもらえなくなる。 8 3 1 
Ｅ．保護者が不安になる。 27 ① 15 ① 3 ① 
Ｆ．児童生徒が不安になる。 5 5 ③ 0 
Ｇ．その他 7 4 2 ② 
＊回収された調査票のうち、当該選択肢を選択した回答者数 ／ ○数字は、回答者数の順位 

 
 
③結果の活用内容について 

＜国実施型（学校）＞ 

活用内容 回答数 

㋐ 報告書の分析 11 
㋑ 運営委員会に報告書の内容、分析結果を報告 12 
㋒ 運営委員会で改善策を検討 10 
㋓ 職員会議で報告書の内容、分析結果を報告 19 ① 
㋔ 学校協議会（学校評議員）に報告書の内容、分析結果を報告 12 
㋕ 各分掌で改善策を検討 19 ① 
㋖ 職員会議で改善策を報告・検討 16 
㋗ 学校協議会（学校評議員）に改善策を報告 10 
㋘ 改善策のうちすぐに実施できるものを実行 13 
㋙ 保護者・地域住民に報告書の内容、分析結果を報告 7 
㋚ 保護者・地域住民に改善策を報告 4 
㋛ 教育委員会に改善策を相談 6 
㋜ 教育委員会に改善策を報告 10 
㋝ 教育委員会に支援（財政的・人的・物的）を依頼 4 
㋞ 次年度の学校運営方針への改善策の反映 18 ③ 
㋟ その他 2 
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＜地方実施型（学校）＞ 

活用内容 回答数 

㋐ 報告書の分析 44 ③ 
㋑ 運営委員会に報告書の内容、分析結果を報告 30 
㋒ 運営委員会で改善策を検討 22 
㋓ 職員会議で報告書の内容、分析結果を報告 47 ② 
㋔ 学校協議会（学校評議員）に報告書の内容、分析結果を報告 33 
㋕ 各分掌で改善策を検討 42 
㋖ 職員会議で改善策を報告・検討 40 
㋗ 学校協議会（学校評議員）に改善策を報告 27 
㋘ 改善策のうちすぐに実施できるものを実行 44 ③ 
㋙ 保護者・地域住民に報告書の内容、分析結果を報告 17 
㋚ 保護者・地域住民に改善策を報告 18 
㋛ 教育委員会に改善策を相談 13 
㋜ 教育委員会に改善策を報告 25 
㋝ 教育委員会に支援（財政的・人的・物的）を依頼 18 
㋞ 次年度の学校運営方針への改善策の反映 50 ① 
㋟ その他 9 

 
 
 
（６）評価にかかる負担について 
①調査準備にかかる作業量 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 

9（4.7%） 70（36.5%）

14（58.3%）

105（54.7%）

10（41.7%）

6（3.1%）
2（1.0%）

学校（24校）

評価者（192人）

やや多い 適切 

非常に多い やや少ない 
非常に少ない

4（4.1%）

2（3.3%）

36（37.1%）

24（40.0%） 33（55.0%）

53（54.6%）
1（1.0%）

1（1.7%）

3（3.1%）

学校（60人）

評価者（97人）

やや多い 適切 非常に多い 

やや少ない 

非常に少ない
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②評価チーム訪問中の作業量 

＜国実施型＞ 

 

 

 

 

＜地方実施型＞ 

 

 

 

 

 

 
 
③調査にかかる負担と得られた成果について 

＜国実施型＞ 

 
学校 

（22校） 

設置者 

（22団体） 

評価者 

（192人） 

負担は小さく、得られた成果は大きい。 2 ③ 0 14 

負担は小さく、成果は大きいとも小さいともいえない。 1 0 7 

負担も成果も小さい。 0 0 1 

負担は大きいとも小さいともいえず、成果は大きい。 13 ① 8 ① 69 ① 

負担も成果も大きいとも小さいともいえない。 3 ② 6 ② 47 ② 

負担は大きいとも小さいともいえず、成果は小さい。 0 0 3 

負担も成果も大きい。 1 1 26 ③ 

負担は大きく、成果は大きいとも小さいともいえない。 2 ③ 6 ② 22 

負担は大きく、成果は小さい。 0 1 3 

 

非常に多い 

15（7.7%） 81（41.8%）

5（20.8%） 18（75.0%）

94（48.5%）
3（1.5%）

1（4.2%）

1（0.5%）

学校（24校）

設置者（194人）

非常に多い 

やや多い 適切 非常に少ない 

やや少ない 

2（2.0%）

2（3.3%）

34（34.7%）

7（11.7%）

61（62.2%）

49（81.7%）

1（1.0%）

1（1.7%）

1（1.7%）
学校（60校）

評価者（98人）

やや多い 適切 非常に少ない やや少ない 
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＜地方実施型＞ 

 
学校 

（59校） 

設置者 

（29団体）

受託者 

（6団体） 

評価者 

（96人） 

負担は小さく、得られた成果は大きい。 7 ③ 4 ③ 0 5 

負担は小さく、成果は大きいとも小さいともいえない。 2 0 0 5 

負担も成果も小さい。 0 0 0 0 

負担は大きいとも小さいともいえず、成果は大きい。 28 ① 7 ② 1 ③ 16 ② 

負担も成果も大きいとも小さいともいえない。 10 ② 11 ① 0 50 ① 

負担は大きいとも小さいともいえず、成果は小さい。 0 0 0 1 

負担も成果も大きい。 4 4 ③ 3 ① 5 

負担は大きく、成果は大きいとも小さいともいえない。 7 ③ 3 2 ② 13 ③ 

負担は大きく、成果は小さい。 1 0 0 1 

 

資料１

16



学校の第三者評価のガイドラインの策定に向けた実地検証（国実施型）について

（平成２１年度）

１ 実施時期

平成２１年９月～１１月

２ 実施校数

４５校（内訳：小学校２１校、中学校１５校、高等学校７校、特別支援学校２校）

３ 評価者

文部科学省の視学官等のほか、学校運営について専門的視点から評価を行い、その結

果を踏まえて今後の学校運営の改善につなげるための課題等を提示することができる者

として、都道府県教育委員会等の推薦に基づき、文部科学大臣が任命する学校評価委員

（延べ２１０人

内訳：文部科学省の視学官等１３人、大学教授等３６人、研究機関等の構成員１５人、

教職員・教育行政経験者８０人、教職員１７人、教育行政職員４１人、

ＰＴＡ等関係者５人、民間企業関係者３人）

４ 実施方法

○ 評価対象校の学校関係者でなく、当該学校の設置者とも直接の関係を有しない複数

の評価者がチームとして評価を行う（評価チームにはリーダーを置く）

○ 調査日程は１校あたり３日間

○ 評価対象校に、学校の状況に関する「事前記入シート」及び関係資料の記入・送付

を求め、これらを踏まえて、文部科学省において評価項目を決定

○ 「事前記入シート」及び関係資料、評価項目については、事前に評価者に送付

○ 評価チームは、学校を実際に訪問し、次のような活動を実施し、評価を行う

・ 授業や課外活動等の観察

・ 管理職及びその他の教職員からのヒアリング

・ 児童生徒との対話

・ 保護者、地域住民等とのヒアリング

・ 設置者からのヒアリング

○ 評価チームは、評価結果について、評価項目ごとに学校の現状（成果・課題等）、

改善の方向性を評価報告書に取りまとめる

○ 評価報告書は、都道府県教育委員会を通じて評価対象校及びその設置者に送付

（参考１）
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（参考２）

高等
学校

特別
支援

県立学
校計

1 埼玉県 1 1 0 2

・大学教授
・民間企業経営者
・元校長
○教委職員（県）

3名のチームが、各学校を2日間（1回1日間で年
間2回）程度訪問する。

2 千葉県 1 1 1 1 2 4

・大学教授
・元校長
・県PTA連絡協議会
・県商工会議所連絡協議会
・教育センター所長（設置者以外）
○教委職員（県）

6名のチームが、各学校を2日間訪問する。

3 神奈川県 1 1 0 2

・大学准教授
・元校長
・県PTA連絡協議会副会長
○教委職員（県）

3名のチームが、各学校を1日間訪問する。

4 兵庫県 2 1 0 3

・大学教授
・元校長
・教委職員（設置者）
○教委職員（県）

4名のチームが、各学校を1日間訪問する。

5 和歌山県 2 2 1 1 5

・大学教授
・元校長
・PTA会長
・教委職員（設置者以外）
・塾関係者

4～5名のチームが、各学校を1日間訪問する。

6 広島県 2 2 1 1 2 6
・大学元教授（准教授）
・元校長
・監査法人職員

3名のチームが、各学校を2日間訪問する。

7 山口県 2 1 0 3

・大学教授
・PTA関係者
・元校長
○教委職員（県）

4名のチームが、各学校を1日間訪問する。

8 愛媛県 3 2 0 5

・大学教授
・元教育行政関係者
・元校長
・指導主事（設置者以外）

4名のチームが、各学校を3日間訪問する。

9 福岡県 6 6 0 12

・大学教授
・指導主事（教育事務所または教
育センター）
・元校長
・PTA役員

4名のチームが、各学校を2日間訪問する。

10 長崎県 2 2 2

・大学教授
・元校長
・PTA役員経験者
○教委職員（県）

3名のチームが、各学校を2日間（または1.5日
間）訪問する。

11 熊本県 3 3 0 6
・学校関係者
・保護者関係者
・民間企業等関係者

3名のチームが、各学校を1日間訪問する。

12 仙台市 6 3 0 9

・大学准教授
・元校長
・市PTA協議会副委員長
・市子ども劇場代表
・社会学級研究会顧問
○教委職員（設置者）

6～8名のチームが、各学校を1日間訪問する。

13 神戸市 1 1 0 2

・国立大学准教授
・県立大学副学長（教授）
・元校長（設置者以外）
○教委職員（設置者）

4名のチームが、各学校を2日間訪問する。

14
大玉村

（福島県）
2 1 0 3

・大学准教授
・元PTA会長
・教委職員（設置者以外）
・民間企業関係者
○教委職員（設置者）

3～4名のチームが、各学校を2日間（1回1日間
で年間2回）訪問する。

15
矢掛町

（岡山県）
7 1 0 8

・大学教授（准教授）
・他校の校長
・町社会教育委員
・学校関係者評価委員
・スクールサポーター

5名のチームが、各学校を1日間訪問する。

30 24 5 2 7 61合計（１５自治体）
【備考】
○印は、評価チームの諸事務担当を指す

受託都道府県・
市町村名

小
学
校

中
学
校

合計

学校の第三者評価のガイドラインの策定に向けた実地検証（地方実施型）について（平成21年度）

県立学校
評価委員の属性 チームの人数と訪問日数
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